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【経営関係】

(平成３１年４月１日現在)

① 本 庁  〒514－8570 津市広明町13

TEL 059-224-2820

TEL 059-224-2822
FAX  059-224-3045

TEL 059-224-2821

TEL 059-224-2829
FAX  059-224-3045

TEL 059-224-2822

TEL 059-224-2833
FAX  059-224-3043

TEL 059-224-3171

TEL 059-224-2835
FAX  059-224-3043

TEL 059-224-2824
FAX  059-224-3043

TEL 059-224-2833

TEL 059-224-2824

（２）職員数
 ① 本 庁 ② 事業所

1  令和元年度の組織体制について

水 道 建 設 班

企 業 総 務 課

水 道 事 業 課

財 務 管 理 課

（１）組織図（５課５事業所）

施 設 防 災 危 機 管 理 監

機 電 管 理 監

工 業 用 水 道 事 業 課

副 庁 長

次 長

Ｒ Ｄ Ｆ 発 電 監

事 業 経 営 班電 気 事 業 課

企 業 庁 長

予 算 管 理 班

総 務 班

企 画 班

事 業 管 理 班

資 産 管 理 班

機 電 管 理 班

事 業 経 営 班

工 業 用 水 道 建 設 班

経 理 班

公営企業管理者

事 業 経 営 班

職員数

5

16

12

11

9

8

61小 計

財 務 管 理 課

水 道 事 業 課

工 業 用 水 道 事 業 課

電 気 事 業 課

区 分

副 庁 長 ・ 次 長 ・
施設防災危機管理監・機
電管理監・ＲＤＦ発電監

企 業 総 務 課

職員数

64

25

17

7

11

124

区 分

南 勢 水 道 事 務 所

北 勢 水 道 事 務 所

中 勢 水 道 事 務 所

185

三重ごみ固形燃料発電所

水質管理情報センター

合 計
①＋②

小 計

  1



② 事業所

水質管理情報センター

建 設 １ 課

大 里 浄 水 場

中 勢 水 道 事 務 所 経 営 課

配 水 課

配 水 課

水 質 管 理 課

施 設 課

経 営 管 理 課総 務 管 理 部

浄 水 部

機 電 課

機 電 課

水 道 整 備 課

（３）職員数の推移

水 質 担 当

三重ごみ固形燃料発電所

配 水 運 営 部

北 勢 水 道 事 務 所

工 水 保 全 課

水 沢 浄 水 場

南 勢 水 道 事 務 所

建 設 ２ 課

水 道 保 全 課

機 電 課

経 営 課

施 設 整 備 部

浄 水 管 理 課

播 磨 浄 水 場

〒510-0075 四日市市安島2丁目7-15
TEL 059-351-1561

FAX  059-351-1566

〒511-0862 桑名市大字播磨字焼尾1798

TEL 0594-23-2041

FAX 0594-23-2040

〒514-0121 津市大里山室町1751
TEL 059-230-1842
FAX 059-230-1847

〒512-1105 四日市市水沢町字西野252-62

TEL 059-329-3236
FAX 059-329-3358

〒511-0125 桑名市多度町力尾4028
TEL 0594-32-3468

FAX  0594-32-3469

〒515-2504 津市一志町高野1996
TEL 059-295-0212

FAX  059-295-0213

〒515-2504 津市一志町高野1996
TEL 059-295-0200

FAX  059-295-0210

〒519-2181 多気郡多気町相可1710

TEL 0598-38-2497
FAX  0598-38-2946

人数 増減 人数 増減 人数 増減 人数 増減 人数 増減
本 庁 67 △3 64 △3 61 △3 61 － 61 －
事業所 124 △35 124 0 125 1 124 △1 124 －

計 191 △38 188 △3 186 △2 185 △1 185 －

Ｈ３０ Ｒ元Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９
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２ 令和元年度当初予算のポイント 

 

（１）予算編成にあたっての基本的な考え方 

 令和元年度当初予算については、「三重県企業庁経営計画」（計画期間：平成２９年

度～令和８年度）の取組を的確に進めていくことを基本におき、水道・工業用水道事

業では、将来、発生が予想される南海トラフ地震などの大規模地震に備えるとともに、

設備の老朽化に対応するため、耐震化や老朽化対策等を着実に実施します。 

電気事業では、引き続き、三重ごみ固形燃料発電所の安全かつ安定した運転に最優

先で取り組みます。また、本年９月を軸にＲＤＦの搬入が終了することを踏まえた取

組を着実に進めていきます。 

 

（２）主な重点項目 

ア 強靭な水道及び工業用水道の構築                      予算額 11,829,769千円 

 大規模地震などによる被災を最小限にとどめられるよう、施設の耐震化をより一層

進めます。また、将来にわたり水道用水及び工業用水を安定して供給できる状態を維

持するため老朽化対策等に取り組み、強靭な水道及び工業用水道の構築をめざします。 

（ア）耐震化                                            予算額  3,413,974千円 
 南海トラフ地震などの大規模地震が発生した場合にも被災を最小限にとどめる

ことができるよう主要施設等の耐震化を進めます。 
・山村浄水場耐震化工事（四日市市） 

・内径300粍送水管布設替工事（四日市市）     他 

（イ）老朽化対策                                        予算額 3,470,246千円 

 水道用水及び工業用水の安定供給を確保するため、経年劣化した設備の更新など

の老朽化対策を進めます。 
・播磨浄水場受変電設備等取替工事（桑名市） 
・内径 1000 粍制水弁取替工事（四日市市）     他 

（ウ）その他（配水運用の強化など）                      予算額 4,945,549千円 

 漏水発生時等においても安定した供給を確保するため、管路の複線化等の改良を

行い、配水運用の強化などを進めます。 
・内径1200粍配水管シールド工事（四日市市） 
・大里浄水場沈澱池等築造工事（津市） 
・取水・導水施設整備測量調査等業務委託（桑名市） 他 
 

イ 三重ごみ固形燃料発電所の安全・安定運転等            予算額 1,712,376千円 

  ＲＤＦ製造団体などの関係者と連携し、ＲＤＦの品質管理の徹底を図るとともに、

三重ごみ固形燃料発電所の安全かつ安定した運転に最優先で取り組みます。 
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また、本年９月を軸にＲＤＦの搬入が終了することを踏まえ、施設の撤去設計

等を着実に進めていきます。 
・ＲＤＦ焼却・発電施設運転等管理業務委託 
・ＲＤＦ焼却・発電施設定期点検整備業務   
・ＲＤＦ焼却・発電施設撤去設計等業務委託        他 

 
 
 

令和元年度当初予算 会計別総括表

（単位：千円）

年度
収益的収入

(A)
収益的支出

(B)
収益的収支差

(A)－(B)
純損益

（税抜き）
資本的収入

(C)
資本的支出

(D)
資本的収支差

(C)－(D)

Ｈ30 9,462,457 9,183,335 279,122 33,325 296,888 6,016,277 △5,719,389 

Ｒ元 9,617,670 9,390,271 227,399 31,102 1,938,907 6,276,477 △4,337,570 

増 減 155,213 206,936 △51,723 △2,223 1,642,019 260,200 1,381,819 

前年対比 101.6% 102.3% 81.5% 93.3% 653.1% 104.3% -  

Ｈ30 6,183,811 5,988,605 195,206 24,681 4,337,724 8,518,800 △4,181,076 

Ｒ元 6,238,086 6,021,560 216,526 32,879 5,712,219 9,286,504 △3,574,285 

Ｈ30 1,359,543 2,649,104 △1,289,561 △1,202,186 -  -  -  

Ｒ元 741,550 2,201,960 △1,460,410 △1,376,140 500,000 -  500,000 

増 減 △617,993 △447,144 △170,849 △173,954 500,000 -  500,000 

前年対比 54.5% 83.1% -  -  皆 増 -  皆 増

Ｈ30 17,005,811 17,821,044 △815,233 △1,144,180 4,634,612 14,535,077 △9,900,465 

増 減

前年対比

増 減

前年対比

Ｒ元
合
 
 
計

 

水

道

事

業

工
業
用
水
道
事
業

電

気

事

業

54,275 32,955 21,320 8,198 1,374,495 767,704 606,791 

15,562,981 △7,411,855 

100.9% 100.6% 110.9% 133.2% 131.7% 109.0% 

△201,252 △167,979 3,516,514 1,027,904 

-  

16,597,306 17,613,791 △1,016,485 △1,312,159 8,151,126 

2,488,610 

97.6% 98.8% -  -  175.9% 107.1% -  

△408,505 △207,253 
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令和元年度当初予算 会計別支出予算総額 

（単位：千円）

平成30年度
当初予算額

令和元年度
当初予算額

増   減 前年度対比

9,183,335 9,390,271 206,936 102.3% 

6,016,277 6,276,477 260,200 104.3% 

うち建設改良費 3,638,857 4,049,690 410,833 111.3% 

15,199,612 15,666,748 467,136 103.1% 

5,988,605 6,021,560 32,955 100.6% 

2,649,104 2,201,960 △447,144 83.1% 

-  -  -  -  

うち建設改良費 -  -  -  -  

2,649,104 2,201,960 △447,144 83.1% 

17,821,044 17,613,791 △207,253 98.8% 

10,891,751 12,089,754 1,198,003 111.0% 

32,356,121 33,176,772 820,651 102.5% 

14,507,405 15,308,064 800,659 105.5% 

14,535,077 15,562,981 1,027,904 107.1% 

8,518,800 9,286,504 767,704 109.0% 

7,252,894 8,040,064 787,170 110.9% 

資 本 的 支 出 (B)

合 計 (A)+(B)

合

計

収 益 的 支 出 (A)

工
業
用
水
道
事
業

電
 
気
 
事
 
業

収 益 的 支 出 (A)

うち建設改良費

合 計 (A)+(B)

区 分

資 本 的 支 出 (B)

収 益 的 支 出 (A)

うち建設改良費

合 計 (A)+(B)

資 本 的 支 出 (B)

資 本 的 支 出 (B)

合 計 (A)+(B)

水
 
道
 
事
 
業

収 益 的 支 出 (A)
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３ 平成３０年度決算見込みの概要について 

 
（１）損益計算書及び貸借対照表（平成３０年度決算見込み） 

ア 損益計算書 

損益計算書は、水道、工業用水道及び電気事業に係る平成３０年度の収益、費用

及び損益の状況を示したもので、各事業の１年間の経営成績を表しています。 

収益の主なものは営業収益であり、これは水や電力の供給に伴う料金収入等です。 

費用の主なものは営業費用であり、これは施設の管理・運営に伴う経費や減価償

却費等です。 
（単位:百万円･税抜き､％）

水 道 工業用水道 電 気

H30 対前年度比 H30 対前年度比 H30 対前年度比

営 業 収 益 8,084 99.5 5,287 102.0 1,381 103.7 

営 業 費 用 8,121 101.1 4,942 100.2 2,031 99.9 

営 業 損 益 △38 － 345 137.4 △650 － 

営 業 外 収 益 864 101.0 395 95.0 44 91.6 

営 業 外 費 用 487 90.3 246 96.2 0.4 107.8 

経 常 損 益 340 84.9 494 120.2 △606 － 

特 別 利 益 - － 85 皆増 - － 

特 別 損 失 - － 147 皆増 71 皆増 

純 損 益 340 84.9 432 105.0 △678 － 
前 年 度 繰 越
利益剰余 金等
当年度未 処分
利 益 剰 余 金
 ※百万円未満四捨五入のため合計が合わない場合があります。（貸借対照表も同じ）
   単位未満の金額は小数点第１位まで表記しています。

400 118.2 411 69.6 － 

740 100.2 843 84.1 △2,659 － 

△1,981 

 
 

イ 貸借対照表 

貸借対照表は、各事業の平成３０年度末の資産と負債及び資本の状況を示したも

ので、決算日時点における財政の状態を表しています。 

資産は、施設等の固定資産と預金等の流動資産とで構成されます。固定資産の主な

ものは管路や浄水場、発電施設等の有形固定資産、ダム使用権等の無形固定資産です。 

負債は、企業債や引当金等の固定負債、企業債（１年以内償還分）や未払金等の

流動負債、国庫補助金等の繰延収益で構成されます。 

資本は、資本金と剰余金とで構成されます。 
（単位:百万円･税抜き､％）

水 道 工業用水道 電 気

H30 対前年度比 H30 対前年度比 H30 対前年度比

固 定 資 産 124,055 98.5 105,291 103.7 2,061 91.5 

流 動 資 産 11,731 91.3 8,390 89.6 8,888 94.5 

資 産 合 計 135,786 97.9 113,681 102.6 10,949 93.9 

固 定 負 債 20,048 89.3 18,697 114.1 338 103.7 

流 動 負 債 3,097 90.0 1,590 97.8 234 96.8 

繰 延 収 益 22,329 96.9 17,341 99.0 73 63.7 

負 債 合 計 45,473 93.0 37,627 105.9 645 94.6 

資 本 金 88,703 100.5 73,981 101.2 12,964 100.0 

剰 余 金 1,609 100.1 2,072 92.9 △2,659 － 

資 本 合 計 90,312 100.5 76,053 101.0 10,305 93.8 

負債資本 合計 135,786 97.9 113,681 102.6 10,949 93.9  
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水道事業の概要【営業関係】              （平成３１年４月１日現在）  

事 業 名 
水   源 

＜浄水場＞ 

計画
目標
年度 

給水対象市町及び給水量 
(㎥/日) 

給水能力 
(㎥/日) 

給水開始 
年 月 日 

北 
中 
勢 
水 
道 
用 
水 
供 
給 
事 
業 

北勢系 
木曽川用水系 

木曽川総合用水 

(岩屋ダム) 
＜播磨＞ 

S60 

 
四日市市 36,200 木曽岬町  2,800 
桑 名 市 24,300 朝 日 町  1,200 
鈴 鹿 市 10,000 川 越 町  5,800 

計   80,300 

80,300 

 
一部給水: 

S52.3.28 
全部給水: 

S54.4.1 

北勢系 
三重用水系 

三重用水 
＜水沢＞ 

H12 

 
四日市市 41,800  
鈴 鹿 市  6,600  
菰 野 町  2,600  

 計    51,000 

51,000 

 
一部給水: 

H3.4.1 
全部給水: 

H8.4.1 

北勢系 
長良川水系 

長良川 
(長良川河口堰） 

＜播磨＞ 
R7 

 
四日市市  2,200 木曽岬町  2,000 
桑 名 市  1,100 菰 野 町   700 
鈴 鹿 市  2,200 朝 日 町  1,000 
亀 山 市 7,400 川 越 町  1,400 
           計  18,000 

18,000  

 
一部給水: 

H13.4.1 
一部給水： 

H21.7.1 
全部給水: 

H23.4.1 

中勢系 
雲出川水系 

雲出川 
(君ヶ野ダム) 

＜高野＞ 
S60 

 
津    市 76,916  
松 阪 市  4,500 
                   計    81,416 

 81,416 

 
創設: 

S46.6.4 
一次拡張: 

S56.4.1 

中勢系 
長良川水系 

長良川 
(長良川河口堰) 

＜大里＞ 
R7 

 
津  市 50,500 
松 阪 市  8,300  
                   計    58,800 

  58,800 

 
全部給水: 

H10.4.1 

南勢志摩水道 
用水供給事業 

櫛田川 
(蓮ダム) 
＜多気＞ 

R2 

 
伊 勢 市 37,300 明 和 町  2,800 
松 阪 市 61,000 大 台 町  1,700 
鳥 羽 市 20,000 玉 城 町    500 
志 摩 市 10,000 度 会 町    500 
多 気 町  6,050 

 計   139,850 

139,850 

 
一部給水: 

S62.5.1 
全部給水: 

H27.4.1 

合   計 18市町 429,366  

 ※計画目標年度は、事業許可計画時において、施設能力に見合う需要が発生すると見込んだ年度。 

  水道事業の概要【確保水源】               （平成３１年４月１日現在） 

水   源 計画給水量(㎥/日) 工    期 事業費 備    考 

長良川 
(長良川河口堰） 

151,200 
昭和43～ 

平成 6年度 
78.2億円 

水源施設は完了 

（水資源機構管理） 

櫛田川 
(蓮ダム） 

20,850 
昭和46～ 

平成 3年度 
36.1億円 

水源施設は完了 

（国土交通省管理） 

合  計                         172,050    114.3億円  

 ※事業費は、事業化分を除いた確保水源としての水道負担額。 
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（３）経営目標 

 「三重県企業庁経営計画」では、事業を取り巻く環境変化を的確にとらえ、将来に

わたって県民のくらしの安全・安心の確保や地域経済の発展に貢献していくよう、次

の経営目標を設定し、取組を推進していくこととしています。 
 

 ア 安全でおいしい水の供給 

 年間を通して水質基準に適合した水道水を供給するため、水源から分水（市町受水

地点）までの一貫した水質管理を徹底するとともに、安全性やにおいなどに関する県

民のニーズも踏まえた安全でおいしい水の供給をめざします。 
 

 イ 強靭な水道の構築 

 南海トラフ地震など大規模地震が発生した場合にも被災を最小限にとどめることが

できるよう主要施設等の耐震化を進めるとともに、水道用水を安定して供給できる状

態を維持するため、経年劣化した設備の更新などの老朽化対策に取り組み、強靭な水

道の構築をめざします。 
 

 ウ 健全な事業運営の持続 

 給水人口や給水量が減少することが見込まれる将来においても、社会環境等の変化

に柔軟に対応し、健全かつ安定した事業運営の持続をめざします。 
 

（４）経営目標達成に向けた取組 
 

 ア 安全でおいしい水の供給 

 県民の水道に対するニーズに対応し、「安全性」、「味やにおい」の観点から総トリハ

ロメタン、カビ臭物質及び臭気強度について、国が定める水道水質基準等より高いレ

ベルの管理目標値を設定し、水質管理を強化しています。 
 また、浄水処理機能を強化するため、大里浄水場については、平成３０年度に着手

した凝集沈澱池等築造工事にあわせて、活性炭処理設備を整備することとし、令和３

年度までに、水道全５浄水場の活性炭処理設備の整備を完了させることとしています。 
 

 イ 強靭な水道の構築 
 

 （ア）耐震化 
 

  ａ 応急復旧期間の目標 

平成２７年６月に公表された｢水道の耐震化計画等策定指針｣(厚生労働省)に基づ

き、受水水道事業における応急復旧作業に必要な用水を供給するため、被災後の応

急復旧期間の目標を｢５日以内｣としています。 
 

  ｂ 主要施設 

浄水場の浄水処理施設については、平成２７年度から平成２９年度にかけて耐震

詳細診断を実施した結果、水道全５浄水場のうち４浄水場（播磨、水沢、大里、多

気）で耐震性を有していることが判明しました。 

このため、高野浄水場の浄水処理施設の耐震化を進めるとともに、平成３０年度

に耐震化計画を見直し、浄水処理工程に必要な排水処理施設、災害発生時に応急給

水活動の拠点となる調整池等については、本年度から耐震化の前倒しに着手します。 
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  ｃ 管路 

管路については、総延長約４３０ｋｍのうち、耐震性を有しない管路約１６０ｋｍ

を耐震化の対象とし、特に液状化が想定される地域に埋設されているなど被害率の高

い管路約２３．９ｋｍの耐震化に取り組んでいるところです。 

なお、平成３０年度に耐震化計画を見直し、布設後４０年以上を経過した管路（約

６．５ｋｍ）の耐震化を前倒しして、令和８年度までに、あわせて約３０．４ｋｍ

の耐震化を完了させることとしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

布設替に伴う不断水分岐工事の施工状況 

（内径 400粍送水管布設替） 

 

（イ）老朽化対策 
 

  ａ 施設の長寿命化 

将来にわたり水道施設の機能を維持していくためには、的確に維持管理・更新 

を行い、トータルコストを縮減していく必要があります。 

このため、適切な保守点検を行うとともに、安全性や経済性を踏まえつつ、   

損傷が軽微である早期段階で予防的な修繕を実施していく「予防保全型維持管理」

を推進し、施設の長寿命化を図っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ポンプ設備の分解点検の状況 
（送水ポンプ分解点検） 
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  ｂ 電気・機械設備 

更新時期を迎える電気・機械設備については、平成２９年度から令和８年度の  

１０年間で１５７設備を見込んでおり、引き続き、定期的に点検整備を実施すると

ともに、水需要の動向なども注視しつつ、効率的・効果的に更新を進めています。 

 

 

 

 

 

 

                        

 

 

 

 
 

更新が完了した播磨浄水場の中央監視制御装置 

（平成３０年度完了） 

 
 

 （ウ）建設・拡張事業 

 北中勢水道用水供給事業（長良川水系）は、「北部広域圏広域的水道整備計画」（環

境生活部所管：平成２０年３月改定）に基づいて実施しています。当該計画につい

ては、現在、環境生活部において、計画目標年度を令和７年度に変更するための改

定作業を進めているところであり、令和元年 10 月の改正水道法の施行に伴い、水

道基盤強化計画として策定する予定です。 
 当該計画上、未整備となっている施設のうち、大里浄水場の凝集沈澱池等につい

ては、平成３０年度に着工し、令和３年度の供用開始に向けて整備を進めています。

また、取水・導水施設については、令和７年度の供用開始に向けて、計画的に整備

を進めています。 
 
ウ 健全な事業運営の持続 

 社会環境等の変化に柔軟に対応し、健全かつ安定した事業運営の持続をめざすため、

アセットマネジメント手法による中長期的な視点を持った資産管理の実践や、施設規

模の適正化、広域連携などについて検討していきます。 
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（参考）    水道料金の算定方法（総括原価方式） 

  

 当庁の水道料金は、全国の各水道事業体が料金算定の指針としている｢水道料金算定要

領｣（公益社団法人日本水道協会）に基づき、５年間の総括原価方式のもと、基本料金と使

用料金により構成される｢２部料金制｣を採用しています。 

 

１ 基本料金（資本費：施設の建設・改良に要した費用） 

 

            支払利息＋減価償却費＋資本造成費  

  基本料金 ＝   

 （円/ｍ3・月） 基本水量（一日最大給水量）×12月×料金算定期間 

 

     （注）ア 支払利息： 施設の建設・改良等に要する資金に充てるため借り入れ

た企業債の利息 

           イ 減価償却費： 固定資産に投下された資本を料金で回収するもので、定             

額法を採用 

           ウ 資本造成費： 減価償却費を超える元金償還額がある場合に、その差額

を計上 

 

２ 使用料金（営業費用：維持管理費等） 

 

                     維持管理費 

 使用料金 ＝    

 （円/ｍ3）    算定期間の全使用水量 

 

      （注）ア 使 用 水 量： 各市町の給水需要計画を基に算定 

            イ 維持管理費： 人件費、動力費、薬品費、修繕費、委託費、負担金、                             

市町村交付金、物件費（前記以外の経費で旅費、賃金、                             

備消品費、燃料費、光熱水費、印刷製本費、通信運搬費、                             

その他） 

     ※ 料金の平準化に向けて、各水系の使用料金を 39円で一元化しているため、使用

料金で回収すべき費用の一部が基本料金に含まれています。 

 

３ 超過料金 

各水系の超過料金は、１８０円/ｍ３で一元化しています。 

 

４ 料金算定期間 

５年間を基本としています。 
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 工業用水道事業の概要【確保水源】          （平成３１年４月１日現在） 

三 重 用 水 4,800

515,000

（仮称）

計 519,800 約296.4億円

（長良川河口堰）

昭和43年度

～

平成６年度

長 良 川 河 口 堰 関 連

工 業 用 水 道 事 業 長 良 川
( 長 良 川 河 口 堰)

（長良川河口堰）

約266.3億円

鈴鹿工 業用 水道 事業
四 日 市 市

鈴 鹿 市

（三重用水）

昭和39年度

～

平成４年度

（三重用水）

約30.1億円

事 業 名 計画給水区域 水 源
計画給水量

(ｍ
3
/日)

工 期 事 業 費

北 勢 地 域

 
 

 

（２）料金 
 本県の工業用水道料金は、基本料金と使用料金からなる二部料金制を採用していま

す。また、｢使用水量｣を超えて受水した場合には、超過料金をいただいています。 

 工業用水道料金については、事業ごとに設定しており、平成２７年度に見直した結

果、平成２８年度から５年間の料金を３事業とも据え置きました。 

 その後、中伊勢工業用水道においてユーザーから使用の廃止の申し出があり、契約

水量が３割程度減少したことから、平成２９年度に料金の見直しを行い、平成３０年

４月１日から料金を改定しています。 
 
※詳細は、参考｢工業用水道料金の算定方法（総括原価方式）｣を参照。 

 
 
  
 
 
 
 
 
 
 

 
 

   （単位：円/㎥） 

  基本料金単価 使用料金単価 超過料金単価 

北伊勢工業用水道事業   １４．５ ４．０ ３７．０ 

中伊勢工業用水道事業   ２７．４ ２．０ ５８．８ 

松阪工業用水道事業   １４．９ １．１ ３２．０ 

 

 

基本料金･･･「基本使用水量（ｍ3／日）」（契約水量）にその月の日数を乗じて得た水

量に「基本料金単価（円／ｍ3）」を乗じて得た金額 

使用料金･･･「使用水量（ｍ3／日）」（基本使用水量から休止水量注を減じた水量）にそ

の月の日数を乗じて得た水量に「使用料金単価（円／ｍ3）」を乗じて得た

金額 

 

注）休止水量･･･使用量が少ない時期等に休止水量を申請していただくことにより、その

分の使用料金を減額。休止水量変更時期は年２回。（５月、１１月） 

料金表（平成３１年４月１日現在） 
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（参考）    工業用水道料金の算定方法（総括原価方式） 

 

 当庁の工業用水道料金は、「工業用水道料金算定要領」（経済産業省）に基づき、５

年間の総括原価方式のもと、基本料金と使用料金により構成される｢２部料金制｣を採用

しています。 

 

１ 基本料金（固定的経費） 

 

         経費＋減価償却費＋支払利息－受託工事費－控除項目  

  基本料金 ＝   

 （円/ｍ3）      基本使用水量（ｍ3／日）×料金算定期間 

 

（注）ア 経   費： 人件費、修繕費、負担金、一般管理費 

イ 減価償却費： 固定資産に投下された資本を料金で回収するもので、定

額法を採用 

ウ 支払利息 ： 施設の建設・改良に要する資金に充てるため借り入れた

企業債の利息 

エ 受託工事： 受託工事に係る人件費、物件費等を含めた費用 

オ 控除項目： 公舎等貸下料、受取利息 

 

２ 使用料金（変動的経費） 

 

                   動力費＋薬品費＋汚泥処理費 

 使用料金 ＝    

 （円/ｍ3）    使用水量（円/ｍ3）×料金算定期間 

                     ※使用水量＝基本使用水量－休止水量 

 

（注）ア 動 力 費： 配水量に伴う電力費（消費電力料金及び契約電力料金） 

イ 薬 品 費： 河川表流取水による場合、浄水場における薬品処理費 

ウ 汚泥処理費： 脱水機運転管理、天日汚泥管理、汚泥処分等の汚泥処理費 

 

３ 超過料金 

 

 基本料金 ＝ （基本料金＋使用料金）×２   

 

４ 料金算定期間 

５年間を基本としています。 
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３ 電気事業（ＲＤＦ焼却・発電事業） 
 

（１）運営状況    

本県のＲＤＦ焼却・発電事業は、資源循環型社会の構築を図るとともに、未利用エ

ネルギーの有効活用を促進するための県のモデル事業として、平成１４年１２月から

企業庁が運営しています。 
 

三重ごみ固形燃料発電所は、平成１５年８月１９日の貯蔵槽爆発事故発生に伴い運

転を停止しましたが、安全対策等の施設改修および危機管理マニュアル等を整備し、

試運転を経て、平成１６年９月２１日から運転を再開しました。 

また、安定的にＲＤＦを処理するため、貯蔵施設を新たに整備し、平成１８年８月

２９日から運用を開始しました。 
 

なお、ＲＤＦ焼却・発電事業の事業期間については、平成２３年４月の三重県ＲＤ

Ｆ運営協議会（以下「協議会」という。）総会決議に基づき平成３２年度末までとし

ていましたが、平成３０年７月１９日に開催された協議会総会において、「製造団体

は、平成３１（２０１９）年９月を軸に三重ごみ固形燃料発電所へのＲＤＦの搬入を

終了し、新たなごみ処理体制に移行する。」ことなどが決議されました。 

これに伴い、三重ごみ固形燃料発電所でのＲＤＦの焼却・発電は、本年９月を軸に

終了することとなります。 
 

発電所の運営にあたっては、焼却・発電施設及び貯蔵施設の各運転管理業務受託事

業者と企業庁とが緊密に連携し、最後まで、安全・安定運転に取り組んでいきます。 
 

（参考１）発電所の概要 

         設置場所：桑名市多度町力尾地内 

         処理方式：外部循環型流動層ボイラ方式 

         処理能力：２４０ｔ/日（１２０ｔ/日×２系列） 

         発電出力：１２，０５０ｋＷ 

（参考２）ＲＤＦ製造市町（５団体１２市町） 

事 業 主 体 構 成 市 町 

桑名広域清掃事業組合 桑名市、いなべ市、木曽岬町、東員町 

香肌奥伊勢資源化広域連合 多気町、大台町、大紀町 

南牟婁清掃施設組合 熊野市、御浜町、紀宝町 

伊賀市 － 

紀北町 － 

 

（２）ＲＤＦ処理委託料 

ＲＤＦ処理委託料の改定については、協議会の場で市町と協議を重ね、その都度、

合意を得ながら決定しています。 

平成２７年８月２５日に開催された協議会総会で、平成２９年度から平成３２年度

までのＲＤＦ処理委託料は、１４，１４５円/ｔ（税抜き）とすることが決議されて

います。 
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（参考３） 

【ＲＤＦ処理委託料の算出方法】 

 ＲＤＦ焼却・発電事業に参画する製造団体と県との間で締結された「ＲＤＦ焼却・

発電事業に係る確認書」（平成２６年１月１７日）に従い、平成２９年度以降の維持

管理費用、各製造団体からのＲＤＦ搬入量見込み及び発電電力の売電単価の動向など

を踏まえて検討した収支計画から算出 
 

【平成２９年度から平成３２年度の収支計画の概要】 

ＲＤＦ搬入量見込み １６６，１３６ トン 

収支見込み 

 収 入      約３３億円（売電収入、処理委託料収入（収支均衡単価分）等） 

 支 出      約７９億円（委託料、修繕費、人件費等） 

 差 引      約４６億円・・・（関係市町と県が半分ずつ負担） 
（収支不足見込額） 

     

（３）施設運用状況 
 

ア 焼却・発電施設の運用 

ボイラの排ガス分析等、周辺地域の環境測定を適宜実施するとともに、ＲＤＦ受入

検査、設備の定期点検及び法に基づく定期事業者検査を行うなど、安全確保に取り組

んでいます。 

ＲＤＦの焼却により発電した電力は、桑名広域清掃事業組合及び小売電気事業者に

供給しており、これは一般家庭約１万５千世帯の使用電力量に相当します。 
 

（平成３０年度実績）ＲＤＦ処理量：４４，３９９ｔ （日平均 約１２２ｔ ） 

供給電力量 ：約５，１７７万９千ｋＷｈ 
 

（ア）運転等管理業務委託 

富士電機株式会社に運転等管理業務を委託しています。 

現行の委託契約は、平成２９年度から平成３２年 

度末までの４年間を履行期間としているため、履行 

期間の短縮及びこれに伴う業務内容の変更等につい 

て、契約変更手続きを進めています。 
  

（イ）電力の売電 

    三重ごみ固形燃料発電所で発電した電力は、 

「電気事業者による再生可能エネルギー電気の調 

達に関する特別措置法」に基づく固定価格買取制    ＲＤＦ焼却・発電施設 

度（ＦＩＴ）を活用して、売電を行っています。     
 
【令和元年度売電先】 

・バイオマス分  ････ 中部電力株式会社 
・非バイオマス分 ････ ゼロワットパワー株式会社 
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イ 貯蔵施設の運用 
 

（ア）平常時の運用 

ボイラの連続運転を確保するため、ＲＤＦ搬入量の少なくなる週末に向けて必要

な量のＲＤＦを貯蔵しています。 
ＲＤＦ貯蔵時の異常を早期に発見し、迅速かつ的確な対応ができるように「ＲＤ

Ｆ貯蔵施設管理規程」に基づき、２４時間体制で温度・ガス等の監視を行っていま

す。 
 

（イ）ボイラ定期点検時の運用 

 ２基のボイラは１基ごとに点検するため、点検期間中（約３週間）はボイラ１基

の処理能力を超えるＲＤＦを貯蔵し、点検終了後に焼却処理しています。 
 

（ウ）運転等管理業務委託 

Ｈｉｔｚ
ヒ ッ ツ

環境サービス株式会社に運転等管理業務を委託しています。 

当初契約では、平成２９年度から平成３２年度末までの４年間を履行期間として

いたため、履行期間の短縮及びこれに伴う業務内容の変更等について、平成３１年

３月に契約変更を行いました。 

 

（参考４）ＲＤＦ貯蔵施設（平成１８年８月２９日から運用開始）の概要 

形式：屋内式開放型ピット方式 

主要寸法：幅 39.0ｍ×長さ 39.8ｍ×高さ 10.6ｍ 

最大貯蔵量：約 1,000ｔ（約 137ｔ×６ピット、約 86ｔ×２ホッパ） 

主な安全対策設備： 

○温度測定装置 ・ピット内ＲＤＦ温度測定器（測温ケーブル式）２本／ピット 

        ・ホッパ内ＲＤＦ温度測定器（測温抵抗体式）８箇所／ホッパ 

        ・ＲＤＦ表面温度計（赤外線２次元イメージセンサー）２基 

        ・温湿度計 室内外各１基 

○ガス濃度測定装置（一酸化炭素、メタン、水素、酸素）１式 

○常時換気設備（処理風量 250㎥／分）１基 

○ピット内注水設備 

 ・防火水そう（200㎥）１基 

 ・防火ポンプ（100㎥／時間）１台 

 

 

 

 

 

 

                     

 

 

 

ＲＤＦ貯蔵施設 
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（４）経営目標 

 「三重県企業庁経営計画」においては、次の経営目標に取り組んでいくこととして

います。 
 

 ア 三重ごみ固形燃料発電所の安全・安定運転 
 今後も三重ごみ固形燃料発電所の安全・安定運転を確実に行っていきます。 
 関係市町及び関係部局と十分な協議を行い、ＲＤＦ焼却・発電事業を円滑に終了さ

せます。 
 ＲＤＦ焼却・発電事業終了後の電気事業会計の清算に向けて取り組みます。 
 

（５）経営目標達成に向けた取組 
 

 ア 安全・安定運転の取組 

 ＲＤＦ製造団体、ＲＤＦ焼却・発電施設等の管理業務受託事業者、学識経験者及び

関係部局と連携し、ＲＤＦの品質管理の徹底とＲＤＦ焼却・発電施設及び貯蔵施設の

安全・安定な管理を行うとともに、地元住民の方々との信頼関係を確保しながら、最

後まで安全・安定運転を確実に行っていきます。 
 

 （ア）安全管理会議 

発電所の安全運転の確保および環境保全に資するため、学識経験者、地域住民、

市町関係職員、消防職員、県関係職員等で構成する「三重ごみ固形燃料発電所安全

管理会議」と、専門的、技術的知見からの検討を行うため学識経験者等で構成する

「同技術部会」を開催し、運転状況を随時報告するとともに、発電所の運営等につ

いてご意見をいただき、安全・安定運転に反映しています。 
 

（イ）ＲＤＦ品質管理 

  「ごみ固形燃料の品質管理に関する規程」に基づき、ＲＤＦの品質管理を行って

います。ＲＤＦの受入時には必ず受入検査（年間２，４００回程度）を行うなど、

環境生活部と連携しながら品質管理を徹底しています。 
 

（ウ）地域との連携 

地域住民の安全かつ安心な生活環境の保全に向けて地域と企業庁が協働して取り

組むため、地元自治会役員と発電所職員で構成する「地域連絡会議」を開催し、地

域との調整や情報共有を行っています。 

また、発電所だより（月１回発行）により、定期的に地元住民の方々に発電所の

運転状況等を報告しています。 
 

イ ＲＤＦ焼却・発電事業の終了への対応 

 ＲＤＦ焼却・発電事業の終了に伴う課題について整理し、円滑な事業終了に向けて

関係市町及び関係部局と十分な協議を行います。また、事業終了後に、関係部局と連

携し事業の総括を行います。 
 

 ウ 電気事業会計の清算及び財産の引継ぎ 

 施設撤去などの残務処理、電気事業会計の清算及び財産の引継ぎについて関係部局

と協議を行います。 
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 参考  

 平成 30 年 7 月 19 日 三重県ＲＤＦ運営協議会 総会  

 

ＲＤＦ焼却・発電事業に関する決議 

  

 ＲＤＦ焼却・発電事業については、事業期間を平成 33(2021)年 3 月 31 日までとし

ていたが、桑名広域清掃事業組合の新ごみ処理施設の完成が平成 31(2019)年 12 月末

となり、また、同施設の試運転のため同年 9月に三重ごみ固形燃料発電所へのＲＤＦ

の搬入が終了するなど、新たなごみ処理体制の構築に進展が見られることとなった。 

このため、平成 26(2014)年 1 月 17 日に締結したＲＤＦ焼却・発電事業に係る確認

書（以下「確認書」という。）及び総務運営部会での協議結果をふまえ、以下のとお

り決議する。 

 

 

１ 製造団体は、平成 31(2019)年 9 月を軸に三重ごみ固形燃料発電所へのＲＤＦの 

搬入を終了し、新たなごみ処理体制に移行する。 

 

 

２ 県は、ＲＤＦの製造を継続する団体に対して、三重ごみ固形燃料発電所に代わる 

新たな処理先の確保に責任を持って協力する。 

 

 

３ ＲＤＦの製造を継続する団体に対しては、平成 33(2021)年 3月 31日までの間に、

新たな処理先におけるトラブル等により現行のＲＤＦ処理委託料（14,145円/t（税

抜））を超える額での処理が必要となった場合に、その超過分を確認書第 3 条に規

定する事業の運営に要する費用として取り扱うセーフティーネットを設ける。 

 

 

４ 確認書第 3条の規定に基づき事業の運営に要する費用の清算を行い、清算金を確

定するものとし、清算金は、ＲＤＦの処理及び運搬に要した費用に応じて、製造団

体に分配する。 

 

 

５ 県は、製造団体が新たなごみ処理体制に円滑に移行できるよう技術的支援や国へ

の要望を引き続き行うとともに、ポストＲＤＦに向けて必要となる施設整備等に対

する支援を検討する。 
 



【資 料】



24

６１人

副庁長
磯田 晋一
 （電話：059-224-2821）

課長 井爪 宏明 組織定数及び人事に関すること
（電話：059-224-2822） 給与及び福利厚生に関すること

法令に関すること
人権施策に関すること

経営計画の推進に関すること
重要施策・重要事業の企画調整に関すること
県議会に関すること
広聴広報に関すること

入札・契約制度及び技術管理に関すること
人材育成に関すること
危機管理に関すること

課長 井畑 晃洋 経理に関すること
（電話：059-224-2829） 決算に関すること

予算に関すること

固定資産管理に関すること

宮木 雅史
 （電話：059-224-2822）
施設防災及び危機管理に関すること

企業庁事務分掌（本庁）

６人

５人

予算管理班 ４人

本庁職員数

企業総務課 １６人 総務班

事業管理班

４人

３人

財務管理課

企画班

施設防災危機管理監

資産管理班

経理班１２人

４人
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森 高広
 （電話：059-224-3171）

課長 東海 明 水道事業施設の維持管理に関すること
（電話：059-224-2833） 水道事業の水質管理に関すること

水道料金に関すること

水道事業の建設・改良に係る企画・調査・調整に
関すること

水道・工業用水道事業の機電関係施設の保安管理
に関すること

課長 北川 博一 工業用水道事業施設の維持管理に関すること
（電話：059-224-2835） 工業用水道事業の水質管理に関すること

工業用水道料金に関すること

工業用水道事業の建設・改良に係る企画・調査・
調整に関すること

参事兼課長 小森 健児 ＲＤＦ焼却・発電事業の施設整備、維持管理に関
（電話：059-224-2824） すること

ＲＤＦ焼却・発電事業の料金に関すること
電気事業に係る調整に関すること

和田 泰史
 （電話：059-224-2833）
機電関係施設の保安に関すること

宮下 孝治
（電話：059-224-2824）
ＲＤＦ焼却・発電事業の安全対策等に関すること

３人

２人

５人

事業経営班

機電管理監

水道建設班

事業経営班

工業用水道建設班 ３人

電気事業課 ８人

ＲＤＦ発電監

水道事業課 １１人 事業経営班

機電管理班

工業用水道事業課 ５人

次 長

７人

９人
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｢三重県企業庁経営計画｣（平成２９年３月策定・概要版） 

 

（１）策定の趣旨 

 ア 目的 

 人口減少に伴う給水量の減少とともに、事業開始から長期間を経過し施設の更

新需要の増大が見込まれる中、東日本大震災の経験を踏まえた震災対策の充実が

求められるなど、事業運営に影響を及ぼす様々な環境変化にも的確に対応しなが

ら、将来にわたって県民のくらしの安全・安心や経済・産業の発展に貢献してい

くため、今後の経営の方向性や道筋を示すものとして「三重県企業庁経営計画」

を策定したものです。 

 イ 計画の位置づけ 

 三重県の戦略計画「みえ県民力ビジョン」の企業庁としての実行計画として位

置づけるとともに、総務省及び厚生労働省から策定を要請されている「経営戦略」、

「水道事業ビジョン」としても位置づけています。 

 ウ 計画期間 

 今後３０年から４０年程度先までの事業環境を見通したうえで、平成２９年度

から平成３８（令和８）年度までの１０年間の計画としています。 

 

（２）経営の基本 

 ア 経営理念（存在意義） 

 公共性と経済性を両立させたうえで、県民の日常生活や経済活動に欠くことの

できない広域的なサービスを将来にわたり提供することで、県民のくらしの安

全・安心の確保や地域経済の発展に貢献します。 

 イ ビジョン（将来の状態） 

 時代の要請に的確に応え、生活や産業の基盤として質の高いサービスを提供し、

県民から信頼される公営企業 

 ウ ミッション（使命・担うべき役割） 

・「安全」で「安心」できるサービスを提供 

・「強靭」な体制で「持続」してサービスを提供 

 エ 経営にあたっての行動基軸 

・信頼とパートナーシップの構築 

・コンプライアンスの推進 

・健全な経営 

・絶え間ない検証・改善 

・環境保全と社会貢献 
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（３）事業別の展開 

 ア 水道用水供給事業 

 年間を通して水質基準に適合した水道用水を供給することはもとより、安定供

給を維持するとともに大規模地震発生時においても被災を最小限にとどめるた

めの施設の耐震化や老朽化対策を適切に進めます。また、給水人口や給水量の減

少が見込まれる中、将来にわたり健全で安定した事業運営を実現していくための

方策の検討を進めます。 

  ○経営目標 

   ・安全でおいしい水の供給 

   ・強靭な水道の構築 

   ・健全な事業運営の持続 

  ○主な取組 

   ・安全性やにおいなどに関する県民のニーズも踏まえた水質管理の強化 

   ・東日本大震災後に公表された南海トラフ地震の波形も踏まえた耐震詳細診

断結果に基づく浄水場の耐震化や液状化が想定される地域における管路の

耐震化 

   ・経年劣化した設備の更新等による老朽化対策及び予防保全による施設の長

寿命化 

   ・中長期的な視点で施設と財政の健全性を両立させながら施設改良などに取

り組むアセットマネジメント手法を活用した運営 

   ・運営基盤の強化に向けた市町水道事業との広域連携などの検討 

 イ 工業用水道事業 

 営業開始から６０年以上が経過する中で、安定供給を維持するとともに大規模

地震発生時においても被災を最小限にとどめるための施設の耐震化や老朽化対

策を適切に進めます。また、将来にわたり健全で安定した事業運営を実現してい

くための方策の検討を進めます。 

  ○経営目標 

   ・強靭な工業用水道の構築 

   ・健全な事業運営の持続 

  ○主な取組 

   ・南海トラフ地震などの大規模地震に備えた浄水場の耐震化 

   ・配水運用において重要な箇所にある制水弁の取替え、主要幹線など重要度

の高い管路の更新等による老朽化対策及び予防保全による施設の長寿命化 

   ・中長期的な視点で施設と財政の健全性を両立させながら施設改良などに取

り組むアセットマネジメント手法を活用した運営 

   ・健全で安定した事業運営のためのユーザー意見も考慮した最適な料金制度

の検討 
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 ウ 電気事業 

 ＲＤＦ焼却・発電事業の継続期間内において、発電所の安全・安定運転を確実

に行います。 

  ○経営目標 

   ・三重ごみ固形燃料発電所の安全・安定運転 

  ○主な取組 

   ・ＲＤＦの品質管理の徹底とＲＤＦ焼却・発電施設等の安全で安定した運転 

   ・円滑な事業終了、電気事業会計の清算に関する協議 

 エ 各事業共通の展開 

 各事業の展開を支える取組として、人材育成や技術継承、危機管理などにより

経営基盤を強化するとともに、企業の社会的責任を果たすことで地域社会との信

頼関係を深めます。 

 

（４）計画の推進 

 ア 進行管理 

 各事業を経営目標ごとに設定した成果指標により進捗管理していくとともに、

ＰＤＣＡサイクルによる検証・改善を行っていきます。 

 また、事業環境に新たな変化等が生じた場合は、必要に応じ計画内容を見直す

こととします。 

 イ 外部からの意見聴取 

 計画の推進にあたっては、市町、ユーザー、有識者など外部から事業の実施状

況や経営状況についての幅広い意見を定期的に聴取し、事業運営に生かしていき

ます。 
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「三重県企業庁経営計画」事業展開の概要（水道用水供給事業） ※平成２９年３月策定時 

各事業の現状と課題 事業別の展開 

【現状】 

（事業の概要） 

・北中勢及び南勢志摩水道用水供給事業の２事業を運営 

・県内 29市町のうち 18市町に水道用水を供給 

・給水能力は日量 429,366㎥で、県全体の水道使用量の約

28％を供給 

 

（給水量・料金の状況） 

・給水量実績は減少傾向で推移 

・施設利用率は全体で約 46％ 

・内部留保資金を活用して支払利息を軽減することなどで

料金を低減化 

・給水原価は、全国平均と比較すると高い状態 

 

（施設管理・整備の状況） 

・効率的な施設管理のため、浄水場の運転を遠方監視制御

するとともに、浄水場に職員を配置したうえで運転監視

等の業務を個別に民間委託 

・浄水場等の主要施設や水管橋の耐震化を推進 

 

（水質管理の状況） 

・水質管理情報センターへ水質担当職員を集約し、水質管

理や調査・研究の体制を強化 

 

（財務の状況） 

・損益は黒字基調で、平成 27年度末の累積欠損金なし 

・計画的な施設改良を実施する一方で、高金利企業債等の

繰上償還により長期債務残高が減少 

・自己資金を堅実に確保し、経営の健全性を確保 

 

【今後の見通しと課題】 

・県民の水道に対する様々なニーズや改定された水質基準

への的確な対応 

・南海トラフ地震などの発生が予想される中で、大規模地

震への備えや設備の老朽化に伴う更新需要への対応 

・人口減少に伴う水需要が減少する一方、施設の改良・更

新に係る費用の増大が見込まれる中での健全な事業運営

の持続 

経営目標 経営目標達成に向けた取組 成果指標 

ア 安全でおいしい水の供給 

（ア）適切な水質管理 

・水源から市町受水地点までの水質を的確に把握し

水質試験結果を浄水処理工程にフィードバックし

てきめ細かな浄水処理を実施 

 

 現状値 

H28 

目標値 

H38(R8) 

・水質基準適合率（％） 100 100 

・総トリハロメタンの管 

 理目標値達成度（％） 
100 100 

・カビ臭物質 ※の管理目 

 標値達成度（％） 
 ※ジェオスミンと2-MIBの 

  2項目 

100 100 

・臭気強度の管理目標値 

 達成度（％） 
100 100 

 

（イ）水質管理の強化 

  （管理目標値の設定） 

・県民の水道に対するニーズに対応し、「安全性」、

「味やにおい」の観点から総トリハロメタン、カ

ビ臭物質などについて、国の水質基準等より高い

レベルの管理目標値を設定し、水質管理を強化 

（ウ）浄水処理施設の機能強化 

・水源水質の変動による一時的な異臭味の発生時や

水源の水質事故発生時の対策として、活性炭処理

設備を整備することで浄水処理機能を強化 

・平成 27 年度に改定された水質基準への対応とし

て、大里浄水場に凝集沈澱池を整備 

イ 強靭な水道の構築 

（ア）耐震化 

・浄水場については、東日本大震災後に公表された

南海トラフ地震の波形も踏まえた耐震詳細診断結

果に基づき、計画的に耐震化 

・耐震性を有しない管路のうち、特に液状化が想定

される地域に埋設されているなど被害率の高い管

路を優先して耐震管に布設替え 

 

 現状値 

H28 

目標値 

H38(R8) 

・浄水場の耐震化率（％） 10.2 51.0 

・管路の耐震適合率（％） 62.1 67.7 

・設備の更新率（％） - 100 

・給水障害発生件数（件） 0 0 
 

（イ）老朽化対策 
・電気・機械設備については、定期的な点検整備や

劣化診断に取り組みつつ、効率的・効果的に更新 

（ウ）施設の長寿命化 

・適切な保守点検を行うとともに、安全性や経済性

を踏まえつつ、損傷が軽微である早期段階で予防

的な修繕等を実施していくことで機能の保持・回

復を図る「予防保全型維持管理」を推進 

ウ 健全な事業運営の持続 

（ア）アセットマネジメントに 

よる適正な資産管理 

・施設・財政の両面で健全な水道を次世代に引き継

ぐため、アセットマネジメント手法による中長期

的な視点を持った資産管理を実践 

 

 現状値 

H28 

目標値 

H38(R8) 

・給水原価（円／㎥） 110.4＊ 115.0 

・経常収支比率（％） 102.3＊ 100以上 

 

 ＊給水原価、経常収支比率の現状値は H27実績値 

（イ）施設規模の適正化 
・施設更新にあたっては、水需要に応じた合理的な

施設規模や配置等により再構築 

（ウ）広域連携 

・受水市町等と検討体制を構築し、人材育成に関す

る連携や施設の共同化等、事業統合に限らず将来

の合理的な運営方法などを検討 

（エ）料金制度の最適化 

・県が供給する水道用水の利用促進につながる使用

料金の設定、超過料金の廃止など、料金体系の見

直しについて検討 

（オ）官民連携 

・更なる効率的な事業運営と民間活力の導入をめざ

し、民間委託の契約期間の長期設定や、性能評価

発注などによる民間企業のノウハウ及び最新技術

の活用 

投資・財政計画（収支計画） 

           （単位：百万円） 

（注） 

・収益的収支は税抜き、資本的収支は税込みの金額です。 

・端数処理のため合計が合わない場合があります。 

・確保水源に係る経費を含んでいます。 

・１０年間の建設改良費は約４４１億円です。 

H29 H30 H31(R元) H32(R2) H33(R3) H34(R4) H35(R5) H36(R6) H37(R7) H38(R8)

8,847 8,807 8,798 8,780 8,786 8,784 8,782 8,777 8,766 8,743 

8,813 8,694 8,638 8,475 8,415 8,453 8,478 8,505 8,532 8,510 

34 113 160 305 371 331 304 272 234 233 

1,031 1,435 2,004 2,743 3,679 2,684 2,212 3,165 52 52 

6,226 5,364 6,803 8,377 6,531 6,559 6,271 7,404 4,147 4,710 
うち建設改良費 3,230 2,989 4,579 6,475 4,695 4,745 4,608 5,914 3,026 3,801 

△5,195 △3,929 △4,799 △5,634 △2,852 △3,875 △4,059 △4,239 △4,095 △4,658 

19,288 16,913 14,689 12,788 12,495 12,042 11,475 12,391 11,271 10,361 

9,700 9,558 8,715 7,216 8,411 8,602 8,615 8,561 8,460 7,863 

企業債残高

内部留保資金

費  用

純損益

資本的
収 支

収  入

支  出

資本的収支差

区分

収益的
収 支

収  益
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「三重県企業庁経営計画」事業展開の概要（工業用水道事業） ※平成２９年３月策定時 

各事業の現状と課題 事業別の展開 

【現状】 

（事業の概要） 

・北伊勢、中伊勢及び松阪工業用水道事業の３事業を運営 

・平成 28年度当初で県内 93社 106 工場に工業用水を供給 

・最大給水能力は日量 911,500 ㎥で、県全体の工業用水需

要量の約 63％を供給 

 

（給水量・料金の状況） 

・給水量実績は減少傾向で推移 

・平成 28年度当初の契約率は、北伊勢 86％、中伊勢 60％、

松阪 100％ 

・経済情勢の変化などにより、実際に使用する水量と契約

水量が乖離 

・内部留保資金を活用して支払利息を軽減することなどで

料金を低減化 

 

（施設管理・整備の状況） 

・効率的な施設管理のため、浄水場の運転を遠方監視制御

するとともに、その業務を民間委託し、平成 21年度から

は浄水場等の技術管理業務の包括的な民間委託を導入 

・浄水場等の主要施設や水管橋の耐震化を推進 

・取水困難な水源を廃止するなど施設規模を適正化 

 

（財務の状況） 

・損益は黒字基調で、平成 27年度末の累積欠損金なし 

・計画的な施設改良を実施する一方で、高金利企業債等の

繰上償還により長期債務残高が減少 

・自己資金を堅実に確保し、経営の健全性を確保 

 

【今後の見通しと課題】 

・南海トラフ地震などの発生が予想される中で、大規模地

震への備えや施設の老朽化に伴う更新需要への対応 

・施設の改良・更新に係る費用の増大が見込まれる中での健

全な事業運営の持続 

経営目標 経営目標達成に向けた取組 成果指標 

ア 強靭な工業用水道の構築 

（ア）耐震化 

・南海トラフ地震などの大規模地震による被害を最

小限に抑えるよう、山村浄水場、伊坂浄水場及び

水管橋を耐震化 

・老朽化対策として実施する管路更新にあわせて管

路を耐震化 

 

 現状値 

H28 

目標値 

H38(R8) 

・浄水場の耐震化率 

 （％） 
28.0 100 

・制水弁の更新率 

 （％） 
- 100 

・管路の耐震適合率 

 （％） 
60.6 66.9 

・設備の更新率（％） - 100 

・給水障害発生件数 

 （件） 
1 0 

 

（イ）老朽化対策 

・漏水などの事故時においてもユーザーへ大きな影

響を与えないよう、配水運用において重要な箇所

にある制水弁を優先して取替え 

・老朽化した管路のうち重要度の高い主要幹線など

を中心に更新 

（ウ）施設の長寿命化 

・適切な保守点検を行うとともに、安全性や経済性

を踏まえつつ、損傷が軽微である早期段階で予防

的な修繕等を実施していくことで機能の保持・回

復を図る「予防保全型維持管理」を推進 

イ 健全な事業運営の持続 

（ア）的確な水需要の予測 

・既存ユーザーに対し定期的にアンケートを実施し

今後の水需要を的確に予測 

・予測した水需要は、施設改良計画などに反映 

 

 現状値 

H28 

目標値 

H38(R8) 

・給水原価（円／㎥） 30.1＊ 35.4 

・年間給水量（百万㎥） 203＊ 213 

・経常収支比率（％） 109.3＊ 
100 

以上 

 

 ＊給水原価、年間給水量、経常収支比率の現状値は 

  H27実績値 

（イ）アセットマネジメント 

による適正な資産管理 

・将来にわたって施設・財政の両面で健全で持続可

能な工業用水道を実現するため、アセットマネジ

メント手法による中長期的な視点を持った資産管

理を実践 

（ウ）施設規模の適正化 
・渇水などの危機管理への対応なども考慮のうえ、

総合的に必要な施設規模を検討 

（エ）料金制度の最適化 

・ユーザーとの意見交換を行いながら健全かつ安定

した事業運営を確保したうえでの新しい料金の仕

組みについて検討 

（オ）官民連携 

・浄水場等の技術管理業務の包括的な委託について

導入効果を検証しながら委託期間や委託内容の拡

充などを検討 

投資・財政計画（収支計画） 

           （単位：百万円） 

（注） 

・収益的収支は税抜き、資本的収支は税込みの金額です。 

・端数処理のため合計が合わない場合があります。 

・確保水源に係る経費を含んでいます。 

・１０年間の建設改良費は約４７５億円です。 

  

H29 H30 H31(R元) H32(R2) H33(R3) H34(R4) H35(R5) H36(R6) H37(R7) H38(R8)

5,641 5,617 5,751 5,800 6,109 6,101 6,094 6,087 6,082 6,103 

5,610 5,616 5,747 5,779 6,082 6,081 6,056 6,063 6,074 6,067 

31 1 4 21 27 20 38 24 8 36 

3,407 4,116 5,826 4,765 2,458 2,565 1,820 2,278 1,584 1,651 

7,306 7,219 8,415 7,423 5,102 5,283 4,546 5,067 4,313 4,398 
うち建設改良費 5,201 5,953 7,168 6,322 4,079 4,364 3,633 4,141 3,333 3,354 

△3,899 △3,103 △2,589 △2,658 △2,644 △2,718 △2,726 △2,789 △2,729 △2,747 

12,824 15,221 19,165 22,241 23,202 24,374 24,841 25,717 25,889 26,074 

6,806 6,240 6,386 6,492 6,633 6,763 6,897 7,043 7,183 7,314 

費  用

純損益

収  入

支  出

区分

収益的
収 支

収  益

資本的収支差

資本的
収 支

内部留保資金

企業債残高
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「三重県企業庁経営計画」事業展開の概要（電気事業） ※平成２９年３月策定時 

各事業の現状と課題 事業別の展開 

【現状】 

（事業の概要） 

・水力発電事業は民間譲渡し、ＲＤＦ焼却・発電事業を主

体とした電気事業を運営 

・ＲＤＦ焼却・発電事業の事業期間は平成 32（令和２）年

度末まで 

・県内５団体（12市町）で製造されたＲＤＦを燃料として、

発電した電力を桑名広域清掃事業組合及び電気事業者へ

供給 

・三重ごみ固形燃料発電所の処理能力は日量 240 トン、発

電出力は 12,050kW 

 

（ＲＤＦ受入量・供給電力量の状況） 

・ＲＤＦ受入量は年間４万５千トン程度 

・供給電力量は年間約５万 MWh 

 

（施設管理の状況） 

・ＲＤＦ貯蔵槽爆発事故後に維持管理体制を見直し、施設

の総点検及び改修を行うとともに危機管理マニュアル等

を整備 

・新たな貯蔵施設を整備し、安全の確保に万全を期した運

転管理を実施 

 

（財務の状況） 

・損益は、ＲＤＦ焼却・発電事業の開始から赤字が続いて

いたが、処理委託料の改定や再生可能エネルギー固定価

格買取制度の適用などにより、平成 24年度から黒字化 

 

【今後の見通しと課題】 

・平成 32（令和２）年度末までの事業期間において、引き

続き三重ごみ固形燃料発電所の安全で安定的な運転を最

優先にした事業運営 

・ＲＤＦ焼却・発電事業を円滑に終了し、あわせて電気事業

を清算 

経営目標 経営目標達成に向けた取組 成果指標 

ア 三重ごみ固形燃料発電所 

の安全・安定運転 

（ア）安全・安定運転の取組 

・ＲＤＦ製造団体等の関係者と連携し、ＲＤＦの品

質管理の徹底とＲＤＦ焼却・発電施設及び貯蔵施

設の安全・安定な管理 

・地元住民の方々との信頼関係を確保しながら確実

に安全・安定運転 

 

 

 現状値 

H28 

目標値 

H32(R2) 

・ＲＤＦ外部処理委託量 

 （ｔ） 
0 0 

・電気事故件数（件） 0 0 
 

（イ）ＲＤＦ焼却・発電事業 

の終了への対応 

・平成 32（令和２）年度末のＲＤＦ焼却・発電事業

の終了に伴う課題を整理し、関係市町及び関係部

局と十分な協議を行い、円滑に事業を終了 

・事業終了後に、関係部局と連携し事業を総括 

（ウ）電気事業の清算及び 

財産の引継ぎ 

・施設撤去などの残務処理、電気事業会計の清算及

び財産の引継ぎについて関係部局と協議 

投資・財政計画（収支計画） 

           （単位：百万円） 

（注） 

・収益的収支は税抜き、資本的収支は税込みの金額です。 

・端数処理のため合計が合わない場合があります。 

 

  

H29 H30 H31(R元) H32(R2)

1,362 1,223 1,234 839 

2,417 2,199 2,194 1,868 

△1,055 △977 △960 △1,029 

500 500 500 400 

-  -  -  -  

500 500 500 400 

-  -  -  -  

8,648 8,068 7,674 7,052 

区分

収益的
収 支

収  益

費  用

純損益

資本的
収 支

収  入

支  出

資本的収支差

企業債残高

内部留保資金
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「三重県企業庁経営計画」事業展開の概要（各事業共通の展開（各事業の展開を支える取組）） ※平成２９年３月策定時 

各事業の現状と課題 事業別の展開 

【現状】 

（経営基盤強化のための取組） 

・抜本的な経営改善による事業内容の変化に対応した適正

な組織の改編と人員の配置 

・専門研修や訓練、ＯＪＴの実施による人材育成や技術継

承 

・企業庁独自の非常参集体制の構築など危機管理の強化 

・健全な財務運営と、確実かつ効率的な資金運用及び資金

管理 

・ISO9001 を活用した業務の継続的な改善による経営の品

質向上 

 

（地域社会との信頼構築のための取組） 

・情報提供とコミュニケーションのためのイベントの実施

やユーザーとの定期的な協議 

・浄水場の施設見学の受入れ、伊坂・山村ダム周辺を憩い

の場として開放などの地域貢献 

・太陽光発電や小水力発電の導入、浄水場で発生する汚泥

の有効利用など事業活動における環境配慮 

 

【今後の見通しと課題】 

・事業規模の縮小や民間委託の導入拡大などにより現場経

験を積む機会が減少する中で、職員の技術力の維持・向

上のための人材育成や技術継承 

・大規模地震など今までに経験のない危機への的確な対応 

・事業を取り巻く環境が変化する中で、地域社会との信頼構

築 

経営目標 経営目標達成に向けた取組 活動指標 

ア 経営基盤の強化 

（ア）組織・定員・給与・ 

   人事管理 

・柔軟で効率的・効果的な組織の整備 

・業務量に応じた適正な定員管理 

・職員の給与について適切な制度管理 

・「企業庁職員育成支援のための人事評価制度」を活用した人

材育成・人事管理 

 

 現状値 

H28 

目標値 

H38(R8) 

・企業庁専門研修開催 

 時間数（時間） 
65 

65 

以上 

・危機管理マニュアル 

 等に基づく訓練の回 

 数（回） 

76 
70 

以上 

・資金運用状況 ※（％） 
100 

以上 

100 

以上 

 

 ※資金運用状況： 

  年間平均運用金利÷年間平均普通預金金利 

（イ）人材育成・技術継承 

・職務遂行上必要な専門的知識や危機管理意識、経営感覚を

身につけ、事業環境の変化に対応し的確に課題を解決でき

る人材を育成 

・企業庁職員として経験的に培ってきた技術や知識について

ＯＪＴ手法を活用して確実に次世代の職員へ継承 

（ウ）危機管理 
・ライフラインを担う事業者として安全・安定供給を行って

いくための危機管理を推進 

（エ）資金・資産の管理・ 

   活用 

・資金の元本の安全性と流動性を確保したうえで、確実かつ

効率的な運用 

（オ）経営の品質向上 

・トップマネジメントによる経営の品質管理や業務の継続的

改善により顧客満足につながる質の高いサービスを提供 

・ＡＩやデータ分析に基づく予知保全など新たなＩＣＴの技

術動向を注視するとともに、今後の活用についても検討 

・これまで培ってきた技術・ノウハウを生かした新たな事業

展開など、時代の要請に応じた経営について検討 

イ 地域社会との信頼構築 

（ア）情報提供とコミュニ 

   ケーション 

・経営の透明性を高め、公営企業としての説明責任を果たす

ことで県民や市町、ユーザーの安心感や信頼感を醸成する

ための積極的な情報提供 

・県民やユーザーとの対話による相互理解 

 

 現状値 

H28 

目標値 

H38(R8) 

・イベントを通じた情 

 報発信対象人数（人） 
1,104 

1,100 

以上 

・施設見学受入れ件数 

 （件） 
122 

120 

以上 

・コピー用紙使用量 ※ 

 （％） 
+1.6 △5 

 

 ※コピー用紙使用量：H27使用量を基準とした削減率 

（イ）コンプライアンス 
・法令の遵守や、公正な職務の遂行など企業庁におけるコン

プライアンスを推進 

（ウ）地域貢献 
・浄水場の施設見学の受入れ、伊坂ダム及び山村ダムの周辺

施設の開放など、地域貢献を継続 

（エ）環境配慮 

・環境にやさしいオフィス活動、浄水場で発生する汚泥の有

効利用、省エネルギー対策、再生可能エネルギーの有効活

用など環境に配慮した事業活動を推進 
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（参考１）みえ県民力ビジョン（第二次行動計画）における企業庁事業の位置づけ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「施策１５２ 廃棄物総合対策の推進」の「取組方向」の中で、密
接に関係する事業として「ＲＤＦ焼却・発電事業の安全で安定した
運用を図る」旨を記載 

施策３５４ 水資源の確保と土地の計画的な利用 

          【主担当部局：地域連携部】 

施策３２４ 地域エネルギー力の向上 

          【主担当部局：雇用経済部】 

みえ県民力ビジョン・第二次行動計画 

施策１５２ 廃棄物総合対策の推進 

    【主担当部局：環境生活部廃棄物対策局】 

電気事業（ＲＤＦ焼却・発電事業） 

水道用水供給事業 工業用水道事業 

基本事業３５４０１ 水資源の確保と水の安全・安定供給 

                   【主担当：企業庁水道事業課】 

主な取組内容 

 県が供給する水道用水、工業用水について、施設の老朽劣化対策や耐震化を
継続して進めるとともに、危機管理、技術継承などに取り組むことで、安全・
安定供給を確保します。 

基本事業３２４０１ 新エネルギーの導入促進 

        【主担当：雇用経済部ものづくり・イノベーション課】 

主な取組内容 

 事業者等の新エネルギーの普及開発を目的とする取組を促し、県民等の新エ
ネルギーの導入や省エネに関する意識の醸成に努めます。 

みえ県民力ビジョン 
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（参考２）主な個別計画 

 

 計画名 策定年月 計画期間 目的（概要） 

１ 
水道施設改良 

計画 

平成 29 年 3月 

（改定） 

平成 31 年 3月 

平成 29年度 

～ 

平成 38年度 

水道用水供給事業の経営目標を実現す

るための施設の耐震化や老朽化対策な

どの施設改良について、今後１０年間

において計画的、効果的に実施するた

めに定める 

２ 
工業用水道 

施設改良計画 
平成 29 年 3月 

平成 29年度 

～ 

平成 38年度 

工業用水道事業の経営目標を実現する

ための施設の耐震化や老朽化対策など

の施設改良について、今後１０年間に

おいて計画的、効果的に実施するため

に定める 

３ 
三重県企業庁 

人材育成方針 

平成 19 年 11月 

（最終改定） 

平成 29 年 3月 

－ 

企業庁職員に求められる人材像や企業

庁職員に必要な職務能力を明らかにす

るとともに、能力の開発と技術継承の

方法など人材育成の仕組や体制につい

て定める 

４ 

三重県企業庁 

危機管理推進 

計画 

平成 18 年 3月 

（最終改定） 

平成 29 年 4月 

－ 

水道用水、工業用水及び電気の安全・

安定供給を行うため、危機管理体制の

構築、危機発生の未然防止対策、危機

発生時の対応等の危機管理に係る基本

的な取組方針を定める 

５ 
三重県企業庁 

財務運営方針 

平成 19 年 11月 

（最終改定） 

平成 29 年 4月 

－ 

財務運営の観点から収益性、企業債残

高及び資金確保の基準等についての方

向性を示すため定める 

６ 
三重県企業庁 

資金運用方針 

平成 14 年 4月 

（最終改定） 

平成 29 年 4月 

－ 

企業庁の資金の確実かつ効率的な運用

を図るため、その運用及び管理に係る

基本方針等を定める 

 

 

 

 

 


